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経営計画「Growing beyond 130th」における経営目標の見直しについて 
 

株式会社阿波銀行（頭取 福永 丈久）は、2023 年４月に公表いたしました経営計画「Growing 

beyond 130th」（2023 年度～2027 年度）の経営目標を見直しましたので、お知らせいたします。 

記 

１．見直しの内容 

計画最終年度（2027 年度）の経営目標を以下のとおり見直します。 

指標（単体） 
最終年度目標 

見直し前 見直し後 

修正ＯＨＲ 60％未満 57％未満 

コア業務純益ＲＯＡ 0.48％以上 0.55％以上 

当期純利益 120 億円以上 180 億円以上 

当期純利益ＲＯＥ 4.20％以上 5.00％以上 

株主還元率（連結） 40％以上 40％以上 

ＥＳＧ投融資残高 3,000 億円以上 3,000 億円以上 

女性役付者比率 30％以上 30％以上 

 

２．見直しの経緯 

経営計画「Growing beyond 130th」２年目にあたる 2024 年度の当期純利益は、計画最終年度

の目標 120 億円以上を上回る 131 億円となりました。また、2025 年度から最終３rd ステージ

(2025 年度～2027 年度）に移行していますが、引き続き目標を上回る水準で推移しております。

こうした状況を踏まえ、計画最終年度の経営目標を見直すことといたしました。 

当行は、存在意義「永代取引によるお客さま感動満足の創造と豊かな地域社会の実現」のも

と、新たな目標の達成に向けてさらなる収益の拡大に取り組んでまいります。 

以 上 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(このページに記載はありません)                              



経営目標の見直しおよび経営計画３rdステージの概要

Growing beyond 130th

～ 永代取引によるお客さま感動満足の創造と豊かな地域社会の実現 ～

経営計画



— 経営環境 ―

2
2024/3期 2025/3期 2026/3期 2027/3期 2028/3期2023/3期

131億円

112億円

1stステージ（2023年4月～2026年3月）

2ndステージ（2024年4月～2027年3月）

3rdステージ（2025年4月～2028年3月）

上方修正

101億円

（予想）
145億円

当初計画

実績
当期純利益

2026/6
創業130周年

120億円以上

2027年度
修正目標

180億円以上

経営計画 「Growing beyond 130th」

2027年度
当初目標

Growing beyond 130th

活力ある組織と多様な働き方の実現

永代取引の進化

経営基盤の強化

持続可能な地域社会
への取組み

➢ 2023年度から開始した経営計画「Growing beyond 130th」は、2025年4月から最終3rdステージ（３年計画）にシフト

➢当初の経営目標「当期純利益120億円以上」を前倒しで達成したため、新たな経営目標として「当期純利益180億円以上」を
設定し、さらなる収益の拡大と当行および地域の持続可能な成長の実現に取り組む

【2023年度以降の主な実施施策 】

➢ 「今治法人営業部」「京阪法人営業部」開設

➢ 「阿波銀キャピタル」設立、未来創造ファンド、事業承継ファンド組成

➢ 「キャリア支援課」設置、人事コース制度・長期人材育成計画改定

➢ 「地方創生推進部」「デジタルイノベーション推進課」「金融犯罪対策課」設置

•政策金利変更に伴う金利上昇

•米国追加関税、物価上昇・賃上げ継続

•サイバー等システムリスクの増加

•デジタル金融サービスの台頭

•サステナビリティの推進

•地域金融力の発揮

•特殊詐欺等金融犯罪への対応

•ＡＩの活用



経営目標の見直し
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コア業務純益ＲＯＡ

当期純利益ＲＯＥ

株主還元率 (連結)

ＥＳＧ投融資残高

女性役付者比率

修正ＯＨＲ

当期純利益

57%未満

【見直し後】
2027年度

0.55%以上

5.00%以上

40%以上

3,000億円

30%以上

180億円以上

62.19％

2024年度実績

0.44％

4.07%

40.16％

1,343億円

29.6%

131億円

60％未満

0.48％以上

4.20％以上

40%以上

3,000億円

30%以上

120億円以上

【見直し前】
2027年度経営目標 （単体）



180

131

貸出金利息

＋107

有価証券利息

＋59

調達費用等(増加)

▲101

役務等利益

＋13

経費(増加)

▲17 その他損益

▲12

2024年度実績 2027年度計画

当期純利益

当期純利益

（+49）

経営目標 （当期純利益）の増減要因
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（経費内訳）

人件費(増加) ▲12︎
物件費(増加) ▲5

‹参考›
成長投資額（3年間）
・人的資本投資 2︎0
・デジタル投資 2︎0

（貸出金利息内訳）

円貨貸出金利息 ＋106
うち残高要因 ＋23
うち利回り要因 ＋83

外貨貸出金利息 ＋1 
うち残高要因 ＋8
うち利回り要因 ▲7

（役務等利益内訳）

本業支援手数料 +10
うちファイナンス ＋4
うち事業承継・M&A ＋4
うち新事業等 ＋2

預かり資産手数料 +3

(単位：億円)

（その他損益）

有価証券関係損益 ＋33
実質与信費用(増加) ▲13
税金等(増加） ▲32  

(単体)

(単体)
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上場政策保有株式残高（簿価ベース）

キャピタルアロケーション
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2027年度末までに簿価ベースで40億円削減

2024年度末時点における残存簿価の約20%

簿価40億円削減
（‘25/3末時価相当160億円）

成長投資へ
人的資本投資 20億円
デジタル投資 20億円

キャピタルアロケーション
（連結自己資本比率）

連結自己資本比率10%超を維持 政策保有株式の縮減を加速

’25/3末 ‘28/3末

10.68％

累積利益
リスクアセット
の増加

株主還元

10.20％
程度

総還元性向
４０％以上

△1.8％

＋2.1％

△0.8％

（億円）



DX

人的資本投資
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Well-being

永代取引を支える人材の育成 重点分野への戦略的人材配置

人的資本
投資

20億円
(3年間)

DE&I推進

豊かな地域社会の実現

お客さま感動満足 (C I S )の創造

再投資

連動

エンゲージメント
向上

キャリア支援の強化

地銀トップレベル
の給与水準

ROE向上 【経営戦略】

永代取引ビジネスモデルの実践

【人事戦略】

活力ある組織と多様な働き方の実現

2025年度人事施策

・行員定年65歳以降の継続雇用制度の整備

・従業員向け株式報酬制度の導入

・出産祝い金の支給（最大100万円）

・不妊治療手当の新設（最大60万円）

・旧姓使用選択制度の新設 など

（阿波銀行で働くことで得られる幸福感）

女性活躍推進 多様な人材が活躍できる環境づくり対話を重視する組織風土

「働きやすさ」 支援

「働きがい」 向上

CISとESの好循環

デジタル投資

成長投資

サービスのデジタル化 地域のデジタル化

タッチポイント
拡充

Wallet＋、あわぎんアプリ
ファミリーサポートクラブ等

取引先のDXコンサル
自治体のデジタル化支援

DX戦略の取組み

金融サービスの高度化 非金融サービスの提供

スタート
アップとの協業

デジタル人材育成データ活用行内業務改革

✓行内業務におけるデータ
活用強化

✓AIのデータ分析による業
務効率化、営業高度化

✓EUC等によるペーパー
レスと効率化

✓AI活用による業務プロ
セスの変革

✓全役職員のデジタル
リテラシー底上げ

✓AIを活用した人材育成
（あわぎんRPG）

ＡＩ活用

デジタル
投資
20億円
(3年間)

エコシステム
強化

デジタル人材
300名育成

ビジネスモデルの進化により新たな価値を提供

人的資本経営の取組み

2025年６月 デジタルイノベーション推進課 設置



経営計画 「Growing beyond 130th」 ３rdステージの概要
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2024/3期 2025/3期 2026/3期 2027/3期 2028/3期 ・・・2023/3期

長期的にめざす水準

ROE7%以上

次期経営計画
2︎02︎8年4月～

2026/6
創業130周年

地銀トップレベル
の給与水準

資本コストに
見合った株主還元

取引先の
企業価値向上

資産形成と健康で
豊かな暮らしの実現

地域の稼ぐ力、
関係人口の増加

1stステージ
2023年4月～

2︎ndステージ
2︎02︎4年4月～

経営基盤の強化

活力ある組織と多様な働き方の実現

永代取引の進化 持続可能な地域社会への取組み

Growing beyond 130th

・永代取引を支える人材の育成 ・多様な人材が活躍できる環境づくり ・女性活躍推進 ・対話を重視する組織風土の醸成

・構造改革（店舗改革・融資業務改革・事務改革） ・リスク管理とコンプライアンス態勢の強化 ・ＲＡＦの高度化

・貸出金ポートフォリオの改善

・中小企業新規開拓と永代取引先の拡大

・コンサルティングの強化

・預金の増強とチャネルの強化

・ストックビジネスへの変革とお客さま本位の業務運営の実践

・エリア経営の実践

・グループ総合力の発揮

・創業・承継支援と産業振興

・金融リテラシーの向上

・ESG投融資と脱炭素の推進

・地域のデジタル化推進

・地域との連携強化ＤＸ 
人的資本
投資

デジタル
投資

めざす姿

101億円

当期純利益

創業130周年記念事業
2025年10月～2026年9月

112億円

131億円

（予想）
145億円

2027年度
180億円以上

ROE5%以上

３rdステージ
2︎02︎5年4月 ～ 2︎02︎8年3月



永代取引の進化
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RAFに基づく貸出金ポートフォリオの改善

中小企業 事業性評価に基づくリスクテイク

個人ローン Web受付など効率化推進

外航船 今治地区での融資推進、他行連携によるリスクテイク

ストラクチャード
ファイナンス ストラクチャードファイナンス課設置による推進強化

大企業等 信用リスク、金利リスク等を踏まえて対応

➢ 事業性評価を起点としたコンサルティング営業の実践 ⇒  付加価値提供により金利を超えた複合取引を実現

•事業内容の理解
•業界・市場分析
•財務分析

•ビジネスモデル、業務フローの理解
•強み弱み、経営課題の把握 (成長性評価)
•めざす姿に向けた取組内容の共有

経営者との対話 経営課題把握・ソリューション検討 ソリューション提案 伴走支援

•支援メニューの中から
最適なソリューションを
提案（グループ連携）

•企業の成長に向けて
伴走し、継続支援を
実施

中小企業新規開拓の強化

阿波銀リース

阿波銀保証

阿波銀カード
阿波銀コンサルティング

阿波銀コネクト

阿波銀キャピタル

ワンストップソリューションの提供

グループ総合力の発揮

ＲＡＦに基づくリスクテイク

24,568

619

30
450

貸出金残高計画

25,928

614

▲353

コンサルティングの強化

13億円
10億円

‛2︎3年度 ‘2︎4年度・・・ ‘2︎7年度

24億円

コンサルティング収益計画

➢ マーケットに応じた新規開拓の実践

➢ コンサル能力向上による新規開拓力の強化

計画

(億円) 取組方針

グループ経営の高度化と事業領域の拡大

2025年6月

ソリューション推進課設置

永代取引先の拡大

(付加価値向上支援)

‘24年度→‘27年度
末残1,360億円増加



チャネルの強化

【個人】
・対面・非対面チャネル拡充によるエコシステム強化
・ファミリーサポートクラブ等によるタッチポイント増加、メイン化推進

【法人】
・ビジネスポータルによる営業の効率化と高度化、顧客接点の強化
・WELLTIMEによる取引先従業員との接点拡大、複合取引の強化
（福利厚生サービス）

32,000

32,500

33,000

33,500

34,000

34,500

35,000

'23年度 '24年度 '27年度

総預金・NCD残高計画

永代取引の進化

• 法人決済預金の増強
• 個人給振先数・年金先数の増強
• 預金商品の新設

• オーナー預金の増強
• メイン先従業員取引の増強
• 余資運用の取込み

預金の増強とチャネルの強化

野村證券との連携を強化し、預かり資産営業のビジネスモデルをさらに進化

ファミリーサポート営業

■ 最適チャネルによるコンサルティング提案強化

■ 早期人材育成とコンサルティング能力向上

ストックビジネスへの変革とお客さま本位の業務運営の実践

（億円）
‘24年度→’27年度

平残1,320億円増加

計画

・・・

預金の増強

36億円35億円

‛2︎3年度 ‛2︎4年度・・・ ‛2︎7年度

39億円

計画

31.7％
36.7％

40％以上

ストック収入比率

ストック収入

フロー収入

預かり資産収益計画

ストックビジネスへの変革

預かり資産保有割合

2028年3月末
38％以上

2025年3月末
34.4％

預かり資産世帯浸透率

2028年3月末
20％以上

2025年3月末
18.0％

金融先進県の実現 （KPI）

お客さま本位の業務運営の実践
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取組内容 2025年度 2026年度 2027年度 KPI （2027年度）

創業・承継支援と産業振興
未来創造ファンド10億円

事業承継ファンド30億円

金融リテラシー向上 金融教育実施回数 200回

Ｅ
Ｓ
Ｇ
・
脱
炭
素

ESG投融資 ESG投融資残高
3,000億円

ESG預金 ー

脱炭素推進 GX支援件数160件

デジタル化推進
DX支援件数200件

キャッシュレス比率50％

地
域
連
携

BCP支援 ー

四国創生 ー

自治体との連携 ー

地域貢献活動 ー

当
行

CO2削減 Scope1・2・3
2030年までに
4,143 t 以下

(2013年度比50％削減)TNFD

持続可能な地域社会への取組み
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電気・燃料使用量等削減
開示内容の高度化

情報収集 情報開示

出張授業継続実施
職域営業による資産形成支援

ESG投融資継続、提案強化

中小企業向けESG融資商品取扱

ESG預金商品取扱

排出量算定サービス等ソリューションメニュー提案

脱炭素支援に向けた連携協定を順次締結
ふるさと納税活用支援、デジタル化支援

ＴＩＢ連携、アクセラレータープログラム実施
ゼロワンローン活用、未来創造ファンドによる出資

DXコンサル実施
キャッシュレス推進

スポーツ大会等の継続実施

BCP策定支援

四国のサステナビリティ推進
４行関連法人の活用

事業承継支援、事業承継ファンドによる出資

➢持続可能な地域社会の実現に向けて、地域との連携強化により地方創生を推進 2025年６月
地方創生推進部・サステナビリティ推進課 設置



活力ある組織と多様な働き方の実現
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永代取引を支える
人材の育成

対話を重視する
組織風土の醸成

多様な人材が
活躍できる
環境づくり

女性活躍推進

• 新入行員研修の見直しによる育成強化

• レベル・職務別研修強化による業務遂行能力の底上げ

• 専門資格取得者の支援強化によるコンサルティング人材育成

• 外部トレーニー、異業種企業への派遣拡大によるリスキリング

• アルムナイ、リファラル等による中途採用の強化

• キャリア面談によるキャリア開発支援と最適な人員配置

• 男女差にとらわれない業務範囲拡大と積極的な昇進登用

• シニア世代が能力を発揮し活躍できる再雇用制度の整備

• キャリアパスの明確化とキャリアアップ研修実施

• 女性活躍支援に向けた諸制度改定

• 男性育児休暇の促進、浸透

• 役員ダイアログ、職場共有会を通じた対話を重視する風土の醸成

• 公募制度や研修を通じた学ぶ風土、チャレンジする風土の醸成

2025年度 2026年度 2027年度

➢全職員の知識・スキルの底上げを図り、お客さまの期待を超える価値を提供できる人材を育成

⇒持続的な収益力向上と職員のエンゲージメント改善
ＣＩＳとＥＳの

好循環を実現

140 150 157 161 162 

120

140

160

180

'23年度 '24年度 '25年度 '26年度 '27年度

人的資本投資総額 （億円）

KPI (2027年度)

職務別研修実施時間 500時間

専門資格取得者(累計) 1,000名

男性育児休業等取得率 100％

男性育児休業等取得日数 10日

男女賃金差 70％以上

女性管理職比率 19％以上

女性役付者比率 30％以上

エンゲージメントスコア AA

AAA

AA

A

BBB

BBB

B 

CCC

CC

C

‛2︎3/3 ‵2︎4/3 ‵2︎5/3 ‵2︎8/3

エンゲージメントスコア

559名

‛2︎4/3 ‵2︎5/3 ‵2︎8/3

1,000名

BBB

専門資格取得者（累計）

A

AA（株式報酬＋研修費＋福利厚生費等）

(億円)

A

461名

‛2︎3/3

301名

計画計画計画

(6)
(7) (7)

成長投資20億円 (3年間)
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構造改革（‘23年度〜‘27年度）

店舗改革
店舗ネットワークの最適化

融資業務改革
融資事務の効率化と集中化

事務改革
事務効率化・集中化・レス化

計画
１１０名

（営業人員）

◼ 県内地区担当者

◼ 県外渉外係

◼ 新規エリア担当者

◼ ストラクチャードファイナンス

◼ コンサルティング人材

◼ 外部トレーニー

◼ 専門人材

７０名

２０名

２０名 ◼ 事務集中化人員等

再配置
（リスキリング）

人員捻出 再配置

＋
生産性

向上

• 金融犯罪対策の強化

• サードパーティに対するリスク管理の向上

• サイバーセキュリティ管理態勢の高度化

• ハラスメントのない働きやすい職場環境構築

• コンプライアンス意識向上と不祥事を発生させない
企業風土確立

業務継続態勢の強化（BCP）

・南海トラフ地震への対応

➢防災意識の向上と事前準備の徹底

➢災害訓練の継続実施と訓練高度化

➢災害時の営業店-本部間の連携強化

• リスクアペタイトに基づいたＡＬＭの実践と自己資本管理

• ストラクチャードファイナンス管理

• 大口与信先管理の高度化

• バーゼルⅢ新規制の運用と対応

• 顧客説明管理態勢の整備

• 情報管理の厳正化による顧客情報漏えい等の防止

・地域のBCP支援

➢啓発セミナーの実施

➢BCP未策定企業への策定支援

➢伴走コンサルティング、災害保険等の推進

リスク管理とコンプライアンス態勢の強化

構造改革

2025年６月
金融犯罪対策課 設置

30年以内発生確率
60～90％程度以上

’24年度末実績
53名
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項目 2024年度実績

永
代
取
引
の
進
化

預かり資産保有割合 34.4％

預かり資産世帯浸透率 18.0％

預かり資産ストック収入比率 36.7％

永代取引先付加価値増加率 0％

持
続
可
能
な
地
域
社
会
へ
の
取
組
み

未来創造ファンド投資額（累計） 3.4億円

事業承継ファンド投資額（累計） 6.7億円

金融教育実施回数 (累計) 142回

キャッシュレス比率 42.5％

ＤＸ・ＧＸ支援件数(累計) 135件

活
力
あ
る
組
織
と
多
様
な
働
き
方
の
実
現

職務別研修実施時間 693時間

専門資格取得者 (累計) 559名

男性育児休業等取得率 109.7％

男性育児休業等取得日数 3.5日

女性管理職比率 13.1％

男女賃金差 64.7％

エンゲージメントスコア A

（今回追加）

（今回追加）

（今回追加）

（今回追加）

2027年度目標

38％以上

20％以上

40％以上

10％

10億円

30億円

200回

50％

360件

500時間

1,000名

100％

10日

19％以上

70％以上

AA

（新設）



本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。
こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、不確実性を内包するものです。
将来の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があることにご留意願います。


	（開示用）経営目標の見直しについて
	９　白紙
	経営計画の開示について
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14


